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２０２３年２月２４日（金）発行 

＊ 今号は、①2022 年度第 3 回理事会の報告、②この間の友好団体の主なとりくみ紹介、③労働ニュースアラカル

トです。Stop War Immediately!  Peace for Ukraine!! 

Ⅰ いの健京都センター2023年度第３回理事会報告 

 ２月２１日、２０２２年度第３回理事会を開催。河本理事長は冒頭のあいさつで、コロナが５類となれば受

診控えが起こらないかを心配、ロシアのウクライナ侵攻を口実とした大軍拡・大増税は許せない、医療・社会

保障に廻せと訴え、国民に広く真実を伝えていく重要性を強調しました。第３回理事会は、前回第２回理事会

以降の経過報告を承認するとともに、この間の働くもののいのちと健康をめぐる情勢の推移について意見交

換を行い、参加理事からこの間のとりくみについても報告を受け、交流しました。そして第２５回定期総会ま

でのとりくみ（第３０回労働安全衛生学校、２０２３年働き方を見直す京都集会、２０２３年近ブロいの健が

羽州交流集会など）について協議し、第２５回定期総会とそれまでの理事会の開催日について協議・確認しま

した。 

 

Ⅱ この間の友好団体におけるいくつかのとりくみ 

１ 京都総評２０２３年春闘臨時大会 

１月２８日、京都総評は２３春闘要求と方針を議論する第

９４回臨時大会を開催しました。大会あいさつで、梶川議長

は「物価高騰を超える大幅賃上げを勝ちとろう」と力強く呼

びかけました。京都総評がかかげる２３春闘のメインスロー

ガンは「今こそ大幅賃上げ！－仲間を増やして、生活を守ろ

う！」、賃金要求は「誰でもどこでも時給１５００円以上、

月２５万円以上の産別・企業内賃金」「誰でも賃金の１０％

以上の引上げ」で、「政府に賃上げの責任を果たさせるために、社会的賃金闘争の強化」を呼びかけました。

大会では２６人の代議員が発言し、提案された２３春闘要求と方針を全会一致で確認しました。 

 

２ メンタルサポート京都公開講座２０２２「コロナ禍のストレスと働く人のメンタルヘルス」 

２月４日、メンタルサポート京都の公開講座２０２２

「コロナ禍のストレスと働く人のメンタルヘルス」が開

催されました。京都市こころの健康増進センターの波床

将材所長が講演しました。波床所長は、新型コロナ感染症

に対応するにあたって、コロナ禍は一種の災害と考えら

れること、過去のパンデミックなどの再検証が有効であ

り、新型コロナ感染症への対応は未知のものではなく、あ

る程度予測可能なものであり、医療体制の強化や経済的

生活支援とともにメンタルヘルスへの支援が重要であり、

長期戦の中では「燃え尽きないこと」が肝心だと言われました。メンタルヘルス問題への対応の基本的考え方

は危険因子の軽減と保護因子の強化であり、メンタルヘルスの維持のためには正確な知識と情報、非日常と日
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常のバランス－日常とつながりを守り、今までの習慣を維持するとともに、新しい日常を作ることといつか日

常を取り戻せる希望を持つことが大事だと強調されました。①京都民医連中央病院の臨床心理士・公認心理師

の沼谷直子さん、②京都府乙訓保健所の山本篤仁さん、③社会福祉法人「亀岡福祉会」・グループホームセン

ター長の後呂絵美さん、④社会福祉法人・樹々福祉会「朱い実保育園」の鈴木ユキ園長の４人が現場からの報

告を行いました。参加はオンラインも含めて約７０人でした。 

 

３ 京都職対連・京都労働局要請 

２月８日、京都職対連は、京都労働局に対して要請・懇

談を行いました。主な要請内容は、①脳・心臓疾患の労災

認定基準改定に伴う被災者の救済と予防の強化、②労働時

間の適正な把握と長時間労働の抑制、裁量労働制の抑制、

③化学物質による労災防止の新たな規制に伴う監督・指導

の強化と予防、④自動車運転手の「改善基準告示」改正に

伴う遵守させるとりくみの強化、⑤パワハラ防止措置義務

化の実施状況と助言・指導の強化、⑥監督官・事務官・技

官の配置状況と増員による体制強化などでした。労働局からの要請に対する回答・説明を受け、懇談・意見交

換をおこないました。参加者は、京都職対連・新田昌之会長（京都自治労連副委員長）、古川拓副会長（弁護

士・自由法曹団・過労死弁護団）、芝井公事務局長、細見哲幹事（京都医労連）、中嶌清美過労死防止京都連絡

会会長（過労死家族の会）、岩橋いの健京都センター事務局長の６人で、京都労働局の対応者は、雇用環境均

等室・室長補佐（２人）、労働基準部・健康安全課・地方労働衛生専門官、同・特別司法監督官、労災補償課・

管理調整官、総務部総務課・課長補佐の６人。 

 

４ 京都総評労安対策委員会（労安担当者会議）学習会「治療と仕事の両立支援」 

２月１５日、京都総評の労働安全衛生対策委員会は、

ラボール京都の会議室で、「治療と仕事の両立支援」の学

習会を開催しました。講師は、独立行政法人「労働者健

康安全機構」・京都産業保健総合支援センター（さんぽセ

ンター）の産業保健専門職で保健師の松田雅子さんでし

た。松田さんは、さんぽセンターの説明（＝労災保険を

財源とし、その社会復帰促進等事業の被災労働者の円滑

な社会復帰を促進するための必要な事業を行う組織）を

行ったのち、治療と仕事の両立支援について具体的にわかりやすく説明しました。治療と仕事の両立支援を実

現しやすい職場環境の整備として、①事業者による基本方針等の表明と労働者への周知、②がん等の病気や両

立支援に関する知識の普及・啓発のための教育、③治療への配慮などが円滑に進むような職場風土の醸成、④

安心して相談・申出を行える相談窓口の明確化、⑤柔軟な勤務を可能とする休暇・勤務制度（＝ⅰ時間単位・

半日単位の年次有給休暇、ⅱ失効年次有給休暇付与制度＆病気休暇制度、ⅲ時差出勤制度＆フレックスタイム

制、ⅳテレワーク制度、ⅴ短時間勤務制度・短時間制社員制度、ⅵ試し出勤制度・リハビリ勤務制度、ⅶ再雇

用特別措置・カムバック制度・ジョブリターン制度など）の検討・導入を紹介し、事業主には労働者に対する

安全配慮義務があることを強調しました。参加は、会場に９人、オンラインで２人の合計１１人でした。 

 

Ⅲ 労働ニュースアラカルト 

①１月１６日、国際ＮＧＯのオックスファムは、新型コロナウィルス発生以降に生じた世界の富の３分の２が
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富裕層上位１％に集中していると明らかにした；報告書によれば、２０２０年以降新たに生じた世界の富４２

兆ドルの内２６兆ドルが富裕層上位１％に集中し、１日当たり２７億ドル増やしていると試算。「惨事に便乗

して暴利をむさぼる富裕層に適切な課税が必要だ」と強調した。オックスファムによれば、総資産１０億ドル

以上のビリオネアへの５％課税で年間１．７兆ドルの税収が捻出でき世界の２０億人が貧困から抜け出せる

としている。 

 

②１月１８日、厚労省は、「２０２２年における労災の発生状況」（２０２３年１月速報値）を発表した。ⅰ.

死亡災害は、７１８人で前年比▲６１人、業種別には建設業２６５人、第三次産業１７７人、製造業１３５人、

陸上貨物運送事業７８人、林業２８人、事故の型別発生状況では墜落・転落２１２人、交通事故（道路）１１

０人、はさまれ・巻き込まれ１０９人、以下「激突され」、「崩壊・倒壊」、「飛来・落下」の順。ⅱ.休業

４日以上の死傷者数は２３６，６６４人で前年比１０１，３０６人（７４．８％）の増加、業種別には第三次

産業１６８，９３１人（＋９７，１５９人・１３５．４％増）、製造業２８，０４８人、建設業１５，８８４

人、陸上貨物運送事業１５，８８４人の順、事故の型別発生状況ではその他１１９，３５８人（＋１００，３

５６人・５２８．１％の増；主として新型コロナ感染症による労災）、転倒３１，４５３人、墜落・転落１８，

７５５人、以下「動作の反動・無理な動作」、「はさまれ・巻き込まれ」ｍ「切れ・こすれ」の順。 

 

③１月１９日に全教が発表した「教職員勤務実態調査・第１次集計結果」によれば４週間の時間外勤務と持ち

帰り勤務の合計は平均８６時間２４分で依然として過労死ライン８０時間を超えている。約６割が「時間外勤

務月４５時間」の「上限指針」を超えていると回答（時間外労働が４５時間以上８０時間未満２９．３％、８

０時間以上１００時間未満１６．９％、１００時間以上３６．１％。睡眠時間が７時間以上１６．７％、７時

間未満８３．３％、６時間未満４６．３％、５時間未満１０．６％。休憩時間は全体平均が１１．４分、小学

校では４．８分、０分が５７．７％）。 

 

④１月２０日、厚労省は、警察庁の統計にもとづく「２０２２年の自殺者数」（速報値）を発表。２０２２年

の自殺者数は２万１，５８４人で前年２０２１年の確定値より５７７人増加した。男性が全体の７割近くを占

め、女性は微減。 

 

⑤１月２７日、厚労省は、２０２２年１０月末現在の「外国人雇用状況」を公表。国内の外国人労働者は前年

比５．２％増の１８２万２，７２５人（１０年連続過去最高を更新）；国別には、ベトナム４６万２千人、中

国３８万６千人、フィリッピン２０万６千人の順。在留資格では、専門的・技術的分野が２１．７％増で、留

学▲３．３％、技能実習▲２．４％。産業別には、製造業４．２％増、卸・小売業３．９％増、宿泊・飲食サ

ービス２．７％増。 

 

⑥１月３１日、厚労省は、２０２２年平均の「有効求人倍率」を発表。前年比０．１５倍上昇の１．２８倍で

４年ぶりに前年を上回った（２０１９年は１．６０倍）。同日公表された総務省の労働力調査では、２０２２

年平均の完全失業率は▲０．２％の２．６％。 

 

⑦１月３１日、フランスで、年金受給開始年齢引き上げ（６２歳→６４歳）に反対する主要８労組主催の第２

回全国デモに２８０万人が参加した（１月１９日の第１回デモの２００万人を上回り、１９９５年以降最大の

デモに、２月７日は２００万人、１１日にも２８０万人）。２月１日、イギリスで、公立学校の教職員や鉄道

の運転士・職員など５０万人が参加する、物価高騰に見合う賃上げを求める、「過去１０年間で最大」のスト
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を実施（２月６日、１１万人を超える医療労働者がスト）。２月２日、欧州議会は、携帯のアプリを介して働

く食事配達労働者の権利保護をめざす議案を賛成多数で可決した。 

 

⑧２月７日、厚労省は、２０２２年の毎月勤労統計調査（速報値）を発表。基本給に残業代などを加えた現金

給与総額（名目賃金）に物価の変動を反映させた実質賃金は前年比▲０．９％に。名目賃金は月平均３２万６，

１５７円（前年比２．１％増、２０２２年の消費者物価指数は３．０％増）、正社員などの一般労働者が４２

万９，４４９円（前年比２．３％増）、パートタイム労働者が１０万２，０７３円（同２．６％増） 

 

⑨２月７日、文科省は、２０２２年度の「研究者・教員等の雇用状況に関する調査」結果を公表した。全国の

国公私立大学及び研究開発法人の無期転換申込権の発生までの期間を１０年とされている人が対象で、２０

２２年度末で通算契約期間１０年を迎えるものは１２，３１７人。その内、「雇用期間上限等にもとづき２０

２２年度中に雇用契約を終了し、その後雇用契約を結ぶ予定はない」人が１，００２人、「未定」が４，９９

７人と、約６千人の研究者・教員がこの３月末に「雇止め」となるおそれ。 

 

⑩２月８日、財務省は「２０２２年の国際収支速報」を発表した。貿易収支は▲１５兆７，８０８億円、輸送

や旅行などのサービス収支は▲５兆６，０７３億円、配当や利子などの第１次所得収支は＋３５兆６，０７３

億円で、経常収支＋１１兆４，４３２億円（２０２１年は２１兆５，１９０億円） 

 

⑪２月１４日、内閣府は２０２２年１０～１２月期のＧＤＰ（国内総生産）の速報値を発表した；名目で前年

同期比１．３％（年率換算５．２％）、実質で前年同期比０．２％（年率換算０．６％）の増加。２０２２年

通年では、前年比で名目１．３％、実質１．１％の増。 

 

第２５回総会までの今期の主なとりくみ日程 

２月 

２５日（土）京都職対連第４０回定期総会（１３：３０～、ラボール京都第１会議室） 

３月 

２３日（木）関西アスベスト京都２次訴訟判決言渡し（１４：００・京都地裁前集合）＆同・報告集会（１６： 

３０、教文センター） 

４月 

２０日（火）いの健京都センター２０２２年度第４回理事会（１８：３０） 

５月 

 １日（月）メーデー 

２７日（土）京都総評＆いの健京都センター・第３０回労働安全衛生学校 

６月 

２０日（火）いの健京都センター第５回理事会（１８：３０） 

７月 

 ８日（土）“Stop!ザ・働き過ぎ！”働き方を見直す京都集会 

２２日（土）２０２３年近畿ブロック働くもののいのちと健康を守る学習交流集会 in 京都（ラボール京都） 
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２５日（火）いの健京都センター第６回理事会（１８：３０） 

８月 

２９日（火）いの健京都センター第２５回定期総会 

 

◎ Stop War Immediately!  Peace for Ukraine!! 


